
CSR & Annual Report 201110

コーポレート
ガバナンス

日東電工グループは、「経済性」「環境適合性」「社会適合性」の 
バランスを考え、持続可能な企業をめざしています。

コーポレートガバナンス

公正かつ透明性のある経営のために

<ガバナンス体制>
日東電工グループは企業価値を高めるため、企業

活動を支えていただいているすべてのステークホル

ダーと長期的・継続的に調和ある活動を行うことが重

要であると考えています。これを実現するための組

織体制は下図のとおりです。取締役10名と監査役5

名で構成され、それぞれの立場から公正・透明性を確

保するようにし、さらに、そのうち取締役には社外取

締役として2名、監査役には3名の社外監査役が含ま

れ、それぞれの高い見識でガバナンスの機能を果た

しています。

<基本方針>
日東電工グループは組織体制を生きたものにし、そ

れぞれの専門分野ごとに各種の基本方針を定めてい

ます。「会社法にもとづく内部統制基本方針」、「財務

に係る内部統制基本方針」、「ディスクロージャーポリ

シー」、「環境・品質方針」、「情報セキュリティ基本方

針」です。さらに従業員一人ひとりが企業人あるいは

社会の一員として守るべき共通の指針として「経営理

念」および「行動基準」「ビジネス行動ガイドライン」

を定めています。

これらの指針は、左記ガバナンス体制とあわせて

実効力あるものにしています。

<教育・研修>
日東電工グループが社会から信頼されるためには、
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2011年1月、日東電工は、コーポレート・ナイ

ツ社主催の「グローバル100」“世界で最も持

続可能な企業100社”の14位に選ばれました。

これは、当社の環境・社会・ガバナンスへの取り

組みが評価されたものです。

人の育成が欠かせません。また、ガバナンスに直接関

係する人だけでなく、従業員一人ひとりの倫理観の

高さが要求されます。役員をはじめとして業務の核

になっている管理・監督者に毎年コンプライアンス研

修を実施し、さらにはグループ全員にCSRを含む研

修や専門分野における研修を実施し、職業倫理とと

もに良識ある社会人として信頼される人財の育成を

図っています。

<監査および内部統制>
日東電工グループでは、内部監査や専門部署によ

る輸出管理、反社会的取引、環境・安全・品質などの

監査を実施しています。監査結果は責任部署や経営

層や監査役に報告されています。監査で把握された

問題点は改善されていきます。また、金融商品取引

法にもとづく内部統制評価を「統制環境」「リスク

評価と対応」「統制活動」「情報と伝達」「モニタリン

グ」「ITへの対応」の6項目にわたって実施していま

す。今後は内部監査と統制評価をうまく関連させて

ガバナンスの強化を図っていくことが必要と考えて

います。

<リスクマネジメント>
日東電工グループはリスクを低減し、万一発生した

場合は損失を少なくするためのリスクマネジメントを

基本としています。リスクマネジメントはガバナンス

を構成する重要な要素であると考えています。

リスクの対象は日本だけでなくグローバルに、また

事故災害だけでなく事業活動に伴なうさまざまなリス

クにまで視野を広げています。CSR推進委員会で、

経営に重大な影響を及ぼすリスクを抽出しています。

抽出されたリスクは優先順位をつけ、主管部署を特

定し、予防、回避、対策、転化などの措置を講じてい

ます。

<企業倫理ヘルプライン>
ヘルプラインは、法令違反や不正を発見した場合、

まず上司へ報告・相談し、それでも解決できない場合

に、直接ヘルプライン窓口に通報するものです。こ

の制度は組織を通せない案件の解決手段として位置

付けられており、グループ内のことであれば、誰でも

利用できます。

2010年度もヘルプライン利用者がありました。通

報者の保護を行いつつ、案件の決着を図っています。

<「ビジネス行動ガイドライン」改定>
日東電工グループでは、コンプライアンス意識の向

上を目的として、世界各国のグループ従業員に「日

東電工グループ ビジネス行動ガイドライン」を配布

しています。

2006年の初版発行から4年あまりがたち、私たち

を取り巻く環境も変化したことから、内容を追加・訂

正し、改定版を2011年3月に発行・配布しました。

これまでの13言語にマレー語を加えた14言語に翻

訳し、事業活動の上で誠実な判断を行うための指針

としています。

T O P I C S
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■有価証券報告書記載の事業等のリスク情報
　（2011年3月期）

当社グループの経営成績、株価および財務状況等

に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のよう

なものがあります。

(1)オプトロニクス事業

オプトロニクス事業の中の液晶表示用材料は、当社

グループ売上の中核をなす事業です。この市場は多

くの企業が参入し厳しい競争が続いております。当

社の製品が使われている製品の市場動向の影響を受

ける他、顧客であるパネルメーカーとの関係、需給バ

ランスの悪化、大幅な価格の下落およびパネルメー

カーの再編、競合他社との価格競争、さらに調達資材

メーカーの生産能力不足や原材料の高騰などの影響

が生じた場合、当社グループの業績に影響を及ぼす

可能性があります。

(2)海外での事業展開

当社グループは各国に事業進出し、グローバルな

事業展開を積極的に推進しています。その一方で国

によっては予期しない法令・税制・規制の変更や解釈

の相違、雇用関係の悪化、人件費の上昇、輸送遅延

や電力停止、政治変動による社会混乱、戦争・テロな

ど不可避のリスクが内在しており、これらのリスクが

顕在化した場合、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。

(3)世界政治経済の動向など

当社グループは製造・販売を世界各国に展開してい

ます。このため、世界政治経済の動向が当社グルー

プの業績に影響します。世界の政治の激変による想

定を超えた経済環境の変化、為替レートの変動が生

じた場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。

(4)M&Aなど

当社グループは市場競争を行う上で、優れた技術を

有する企業の買収、事業提携など様々な形態で関係を

構築することが不可欠です。しかし、このような買収

などが期待どおりの効果を生まなかったりすることに

より、当社グループの業績や財務状態に影響を与える

可能性があります。

(5)原材料の購入先

当社グループは原材料の一部を特定の購入先に依

存しています。購入先を複数にするなど主要原料が

確保できなくなるリスクを低減するよう努めておりま

すが、原料によっては特定の購入先に依存せざるを

得ないものがあります。購入先の自然災害での被災、

事故、倒産等により供給が中断したり、需給関係のバ

ランスがくずれ、必要な主要原料が確保できなかった

り、コスト上昇となる場合、当社グループの業績に影

響を及ぼす可能性があります。

(6)顧客の財務状況

当社グループは世界各地の顧客について十分な信

用調査をしたうえで取引を行っています。しかしなが

ら、事業環境の変化が激しい顧客もあり、当社グルー

プが売上債権を有する顧客に財務上重大な問題が発

生する可能性があります。特に、液晶表示用材料の

顧客は他の事業と比較して、一顧客当たりの債権額

が大きいため、もし貸倒れが発生した場合には、回収

不能額が多額に及ぶ可能性があります。

(7)新製品開発

当社グループが事業展開する分野は、技術革新と

コスト競争について厳しい要求があります。そこで、

当社はグローバルニッチトップ戦略のもとに新技術や

新製品開発、生産プロセス改革に必要な研究開発投

資や設備投資をしています。しかしながら、マーケッ

トの変化が激しい業界において、変化を予測するこ

とは容易ではありません。また他社の新技術や新製

品開発により、当社グループ製品が突然予期せぬ陳

腐化を起こすこともありえます。これら予測を超える

状況が生じた場合、将来の企業経営に影響を及ぼす

可能性があります。

(8)知的財産

当社グループは多くの知的財産権を保有し、維持・
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管理しています。しかし、第三者から無効とされる

可能性、特定の地域では十分な保護が得られない

可能性や模倣される可能性、訴訟を受ける可能性な

どもあり、知的財産権の保護が大きく損なわれた場

合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

(9)製品の欠陥

当社グループは国際的な品質管理システムにした

がって製品を製造し、顧客に信頼される品質管理を

行っております。当社グループは、部材の企業間取引

が事業の基本です。したがって最終消費者に対して

直接的に賠償や回収を行う可能性は少ないと考えま

すが、製品の欠陥によるリスクを完全に排除すること

はできません。製造物賠償責任保険の適用を超える

賠償などが発生した場合、当社グループの業績に影

響を及ぼす可能性があります。

(10)環境問題

当社グループは環境保全活動を重要な方針の一つ

として掲げ、廃棄物削減、地球温暖化や大気汚染防

止など社会的責任という観点に立って活動し、これま

で当社グループは重大な環境問題を発生させたこと

はありません。当社グループは地球環境を守るため、

法規制以上の自主的な削減計画を作り、実行してい

ます。しかし、今後事故災害により環境汚染が生じる

場合や新たな環境規制の施行によっては多額の費用

が発生する場合、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。

(11)コンプライアンスと法的規制

当社グループの事業は日本のみならず海外にも展

開しております。また当社グループの事業の特性と

して、医薬品としての認可を受けているものや医療

用途に使用されるものがあります。これらの事業に

ついては各国の各種法規制を受けており、これらの

遵守に努めておりますが、法規制の強化や大幅な変

更、事業認可の取り消しがなされた場合、さらにはこ

れらと内部統制の一時的な不備があった場合には、

当社グループの活動が制限され、新たなコストが発

生し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。

(12)訴訟

当社グループが事業活動を進めていく中で、取引

先や第三者との間で訴訟に発展することがあります。

また当社グループは世界各地において事業活動を展

開しており、予期できない訴訟が発生する可能性があ

ります。それらの訴訟について当社グループ側の主

張・予測と異なる結果となるリスクは避けられず、当

社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性

があります。

(13)事故・災害

当社グループは安全第一の方針のもと、事故・災害

に対して安全対策を実施しております。特に地震に

ついては、日本は発生の確率が高く、大規模地震が

発生した場合、直接的な被害を受けたり、製造工程

において火災や化学物質により人的被害が発生する

場合もあります。地震の影響は自社のみに限定され

ず、広範囲（原材料の調達、物流、顧客被害、電力の

削減などのインフラ被害など）にわたり、これが事業

中断につながる可能性があります。地震については

保険を付保しているものの、その補償範囲は限定さ

れており、当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。また人命に影響を及ぼすような感染

症の大流行があった場合、その特性によっては世界

経済への影響も免れず、当社グループの業績に影響

を及ぼす可能性があります。

(14)退職給付債務

当社グループの従業員退職給付費用および債務は

割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資

産の期待収益にもとづいて算出されています。実際

の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が

変更された場合、その影響は累積され、将来にわたっ

て規則的に認識されるため、一般的には将来期間に

おいて認識される費用および計上される債務に影響

を及ぼし、当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。
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QES監査

品質・環境・安全の社内診断と
改善提案によって、より良い体制づくりを実現

日東電工グループのものづくりを、ステークホル

ダーの視点から監査するために、QES監査部があり

ます。ここでは「安心を従業員、お客様、社会に」の

目的に向かってグループ各拠点の品質、環境、安全

に関する活動内容を監査・診断します。そしてリスク

（改善が必要な事柄）が見つかった場合は、現地の関

係者と共同で改善を進めています。

監査・診断対象は日本、アジア、オセアニア、アメリ

カ、欧州にある日東電工グループの拠点のうち、もの

づくり・設計を行っている70拠点です。2010年度は、

前年度監査のフォローアップ監査とあわせ、のべ49

拠点の監査・診断を行いました。2011年度はのべ54

拠点を訪問し、品質・環境・安全に関する監査・診断と

改善提案を実施する予定です。

見つけたリスクと改善内容をまとめた報告書は、日

東電工の取締役・監査役をはじめグループ各社の関

係者に配信され、共有されています。

製品リスク管理

安全で有用な製品をお客様に提供するために

日東電工グループでは、製品に関わるリスクを明確

にし、そのリスクによる影響をミニマム化するために、

「製品リスク委員会」を設けて活動を行っています。

リスクの内容ごとに右上の分科会をつくり、グルー

プ各社から抽出したリスクの対策を2010年度も実施

しました。2011年度も引き続き、リスク低減に取り組

みます。

■製品の品質・環境・安全に関する遵法管理
（1）顧客要望に沿った品質管理

日東電工グループは主として中間機能材料を生産

し、部材・部品を社会に提供しています。そのため、

私たちの製品を使用した最終商品でお客様の満足が

得られるように、品質を確保する仕組みとして、規程

やガイドラインの整備等を行い、不具合の未然防止

活動を進めています。

（2）化学物質の環境・安全法令管理
RoHS指令、REACH規則などのEU法規制をはじ

め、その他各国の化審法を遵守するために必要な手

続きや、購入材料のグリーン調達基準の制定・改訂を

推進してきました。

（3）包装・表示の遵法管理
製品出荷段階の内装・外装および製品表示につい

て、法令等の遵守および輸送上の課題改善を進めて

います｡

製品リスク委員会
リスク分科会 2010年度実績

品質賠償 ●顧客との契約見直し
●購入品品質保証協定書の締結推進

化学品 ●REACH規則（CLP含む）対応
●各国化審法への対応
●新JIS対応MSDSへの対応準備
●グリーン調達基準書見直し
●化学物質自主管理規程の見直し

包装・表示 ●GHS表示への対応
●物流リスク対策

品質と化学物質管理

お客様の声を改善につなげ、
安全で環境にやさしい製品づくりへ

品質統括部では、2005年度から、お客様に満足し
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ていただける品質を確保する「先取りの品質マネジ

メント（Advanced Quality Management）」を導

入しています。

その一環として「職場の活性化」と「質の向上」

をめざした小集団活動「GATE（Group Activity 

Toward Excellence）」を国内外の日東電工グルー

プ全体で展開してきました。2010年度は46拠点、

400チームが参加する大きな活動の輪に成長し、毎

年世界中から選抜された代表チームが活動を披露す

るグローバル発表大会は5周年を迎え、記念大会とし

て盛大に開催されました。

また、2005年より、毎年「顧客満足度アンケート調

査」を実施し、お客様の評価を調査しています。その

結果を基に継続的改善を推進し、顧客満足度の向上

を目指していきます。

化学物質管理統括部では、人体や地球環境にとっ

て有害な化学物質を使用しないように、化学物質管

理に関する自主管理規程を制定して、国内外の原料

調達の管理を行っています。

また、2010年度は日本の化審法および中国の新化

学物質環境管理弁法の改定への対応、台湾労工安全

衛生法の改定への対応、欧州REACH、CLP規則への

対応など、グローバルな遵法体制を構築してきました。

一方、当社製品に含有する化学物質に関するお客

様からの問い合わせの急激な増加に対し、迅速にお

答えするための体制整備も継続して行ってきました。

2008年12月に運用を開始した「日東電工グルー

プ化学物質管理データベース（NCM）」とあわせて、

日東電工グループの化学物質管理を行っています。

材料メーカー様

お客様

国内の官庁・業界団体／
世界各国の法規制動向

化学物質管理統括部
による法規制情報把握

化学物質管理統括部もしくは社内関連部署

■日東電工グループにおける化学物質管理

化学物質管理データベース

NCR

NCM

化学物質法規制情報DB

NRM
原材料情報DB

CHI
原材料化学物質情報システム

NPC
製品組成情報DB

調達部門による
材料メーカー様への
含有調査や情報提供のお願い

情報の入力 取り出し

書類発行依頼システムを活用し、
統一判断基準による含有調査への回答

NCM : Nitto Denko Group Chemical Substances Management data base
NCR : Nitto Denko Group Chemical Regulation data base
CHI : Nitto Denko Group Chemical Information system

NRM : Nitto Denko Group Raw Material data base
NPC : Nitto Denko Group Product Composition data base

GATEグローバル発表大会
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調達

「オープン、フェア、ベスト」の精神で、
グローバルな調達を

日東電工グループでは、「オープン、フェア、ベス

ト」の精神にのっとった調達活動を、グローバルに展

開しています。特に、化学物質管理統括部と行ってい

るCHI（原材料化学物質情報システム）によって、環

境と安全にも配慮した調達を、スピーディに行ってい

ます。

2010年度は、コンゴ共和国での紛争に関連して、

米国政府から「コンフリクト・ミネラルズ」条項が出さ

れ、「電子製品に使われている特定の金属について、

メーカーは産地の報告を義務づける」ことが明記さ

れましたが、その対応にも努めています。

従業員の安全対策

安全をすべてに優先

日東電工グループは、「安全をすべてに優先する」

という行動基準を念頭に、すべての従業員が安全に

安心して働ける職場環境の形成と維持を目指して、

災害を未然に防ぐ活動に取り組んでいます。

■Ｎ災害度数率の推移
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重大・重要災害件数

Ｎ災害度数率 件数

N災害度数率

重大災害 : 後遺症（障がい）が残る災害
重要災害 : 後遺症（障がい）が残る災害につながる可能性のある災害
N災害度数率 : のべ労働時間100万時間あたりの重大・重要災害発生件数

●日東電工滋賀事業所が
　厚生労働大臣奨励賞を受賞
滋賀事業所では、労働安全衛生の重要性を深く

認識し、安全衛生管理を計画的・継続的に取り組ん

だ結果、1986年3月より無災害を達成しています。

この実績が評価され、2010年7月1日に平成22年度

「安全衛生に係る優良事業場、団体又は功労者に対

する厚生労働大臣表彰」の奨励賞を受賞しました。

●日東電工豊橋事業所が労働基準局
　無災害記録証第3種（810万時間）を
　受賞
豊橋事業所は、総合安全の重要性を深く認識し

全員が一致協力して総合安全運動の推進に努め、

2010年9月16日に無災害時間810万時間を達成し

ました。

社 外 表 彰
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毎年、一定数のリーダー候補者を輩出しています。

（1）災害の推移

グループ目標である「重大・重要災害ゼロ」を目指

して安全活動に取り組んできた結果、発生件数は低

下の傾向にありましたが、2010年度は前年度と比較

して重大・重要災害の発生件数が増加してしまいまし

た。災害が起きた職場は安全活動に不十分な点があ

り、特に未然防止という点で課題がありました。これ

らの課題を解決するため、さらなる予防や安全教育

を展開し、日東電工グループ一体となって従業員が安

心して働ける職場の形成に取り組んでいきます。

（2）化学物質による災害を防ぐために

2009年度に中国のグループ会社で、化学物質が原

因で従業員が1名亡くなるという災害が発生してしま

いました。二度とこのような事故を発生させないた

めに、化学物質が持つ危険性を計る「ケミカルリスク

アセスメント」の手法を確立しました。今後日東電工

グループすべての職場へ展開して、さらなる安全活

動につなげていきます。

■認証関係
2010年度は、2010年5月に上海日東光学有限公司

がOHSAS18001:2007を取得しました。

人事関連・人財育成

グローバルに活躍できる従業員の育成

事業の成長と質の向上を牽引するのは人財です。

日東電工グループでは、「変革をいとわず果敢にチャ

レンジする多様な人財」を、国籍・文化・言語などに

とらわれずに世界中で育て、活躍の機会を提供する

ことを目指しています。そのための教育を継続的に

行っています。

（1）日東University

2000年に開校した、経営リーダーを育成するた

めの教育です（前身のイノベーションスクールも含

む）。この10年間で約600名が卒業し、卒業生の中か

ら9名の役員が出ています（2011年7月現在）。

これまで海外からの参加者はありましたが、開催

地は日本だけで、講義も基本的には日本語でした。

2011年度からは日本国外での開催、言語も英語な

ど、グローバルな内容で開催する予定で、2010年度

はその企画を行いました。

■日東University受講者数推移
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University
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グローバルに通用する次世代リーダーの育成コース
将来の経営幹部候補の育成コース

（年度）



CSR & Annual Report 201118

コーポレート
ガバナンス

■NCS共通教育　エリア別受講者数実績と計画
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米国

累計

欧州

南アジア

中国

台湾

韓国

日本

（2）一般教育（NCS※）　※Nitto Denko Group Cultivation System

日東電工グループで働くすべての人に必要な科

目を、数言語に翻訳されたグループ共通テキストを

使って、各現地法人の従業員が講師となって教えて

います。

2007年度に日本からスタートしたNCS教育は、

2010年度には中国を含めた世界各国に展開されて

います。2011年度もこの活動を継続し、人財育成に

よる質の向上を目指していきます。

（3）トレーニー制度

中・長期的な視点に立ち、将来グローバルで幅広く

活躍できる若手社員の育成制度です。

2004年度からスタートし今までに48名を海外の現

地法人に派遣してきました。さらに効果をあげるた

めに、2010年度から語学教育に力を入れ、英語圏ま

たは新興国でホームステイを実施するなど、コミュニ

ケーション能力向上、異文化適応を進め、グローバル

での事業展開に対応できる人財の育成に取り組んで

います。現在、14名が派遣され、現地法人でテーマ

研修を受けています。

日昌ハンガリーでの講義風景

海外での展開を急速に進めています。


